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事業推進区域  
○ 認知症：区市町村 

 

 

評価指標  
 

取組 指標名 現状 目標値 

取組４－１ 
認知症の早期診断・早期支援に
取り組む区市町村数 

22 区市町 
（令和４年度末） 

62 区市町村 

取組４－２ 
認知症サポート医養成研修修
了者数 

1,668 人 
（令和４年度末） 

2,000 人 

取組５－２ 
チームオレンジの整備に取り
組む区市町村数 

17 区市町 
（令和４年度末） 

62 区市町村 

 

○ 公益財団法人東京都医学総合研究所では、患者の脳に蓄積したタンパ
ク質凝集体を高純度で抽出できる独自に開発した生化学的抽出手法を用
いて、認知症発症メカニズムの解明を進め、治療法・予防法の開発に向
けた基礎研究を推進していきます。 

 

 

  

現状・これまでの取組  

＜救急搬送等の状況＞ 
○ 令和４年における救急搬送人員は 71 万２千人になっており、令和２、３

年には、新型コロナの拡大の影響により一時的に救急搬送人員が減少しま
したが、令和４年には以前と同水準へと戻ってきています。令和４年におけ
る救急搬送人員に占める 65 歳以上の高齢者の割合は 53.2％であり、平成
28 年以降、50%を超えています。 

 

○ 令和４年における医療機関から他の医療機関に転院搬送した人員は約４
万２千人であり、全救急搬送人員の 5.8％を占めています。 

 

○ 令和４年における救急搬送人員に占める軽症（軽易で入院を要しない）患
者の割合は 53.4%と、依然として 50%を超えています。 

 

○ 救急患者を受け入れる救急告示医療機関1数は、令和５年４月現在316施
設になっています。 

 

○ 救急隊が出場してから医師引継までの救急活動時間は、平成 28 年の 47
分 16 秒から年々短縮され、令和元年には 45 分 16 秒まで短縮されました
が、新型コロナの感染拡大後延伸が続いており、令和４年には 62 分 28 秒
と過去最長の時間となっています。 

 

○ 東京ルール事案2に該当する救急搬送患者については、全救急搬送人員に
占める割合は、平成28年に0.96％まで減少していましたが、新型コロナの
感染拡大の影響等もあり、令和４年には7.29％と東京ルールの運用開始以
来最も高い値となっています。 

 
1 救急告示医療機関：救急隊が緊急に搬送する必要がある傷病者の収容及び治療を行う医療機
関として、厚生労働省の「救急病院等を定める省令」に基づいて都道府県知事が認定 

2 東京ルール事案：救急隊による５医療機関への受入要請又は選定開始から 20 分以上経過し
ても搬送先医療機関が決定しない事案 

６ 救急医療 

○ いつでも、どこでも、だれでも、その症状に応じた適切な医療を迅速に

受けられる救急医療体制を確保していきます。 

○ 高齢化の進展により、今後も増加が見込まれる高齢者の救急患者が、保

健・医療・介護関係者の連携の下、迅速・適切に救急医療を受けられるよう

体制を確保します。 

○ 救急相談体制の充実を図るとともに、救急車の適時・適切な利用を推進

します。 
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○ 令和６年４月から医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用され、
勤務医の健康を確保するためのルール（面接指導、連続勤務時間制限、勤務
間インターバルの確保など）が導入されます。 

 

 

 

 

  

558855,,880011  558844,,008899  

662200,,771144  
664411,,224444  665522,,550099  665599,,008877  666677,,991166  667766,,225533  

669944,,774499  770022,,333311  
773300,,001155  773355,,664488  

662288,,889966  663333,,775511  

771122,,441100  
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650,000
700,000
750,000
800,000

H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

242,827 249,566 
277,132 

293,036 305,071 316,217 325,526 335,564 348,404 
363,497 

380,242 385,882 

343,845 339,145 

378,940 41.6% 42.9% 44.9% 45.9% 47.0% 48.2% 49.0% 49.9% 50.1% 51.8% 52.1% 52.5% 54.7% 53.5% 53.2%
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⾼齢者救急搬送⼈員 ⾼齢者搬送の割合

救急搬送人員 

資料：「救急活動の現況」（東京消防庁）及び「消防年報」（稲城市消防本部） 

高齢者救急搬送人員及び救急搬送に占める高齢者の割合 

(件) 

(件) 

救急搬送患者の診療時程度別搬送割合 

軽症 中等症 重症 
4.9% 

重篤 2.2% 
死亡 0.7% 

重篤 2.1% 
死亡 0.8% 

重篤 2.1% 
死亡 1.0% 

重篤 1.9% 
死亡 1.1% 

5.7% 

4.2% 

5.1% 

4.6% 

資料：東京消防庁 

重篤 2.0% 
死亡 0.8% 

資料：「救急活動の現況」（東京消防庁）及び「消防年報」（稲城市消防本部） 
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(件) 

救急搬送患者の診療時程度別搬送割合 

軽症 中等症 重症 
4.9% 

重篤 2.2% 
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資料：東京消防庁 

重篤 2.0% 
死亡 0.8% 

資料：「救急活動の現況」（東京消防庁）及び「消防年報」（稲城市消防本部） 

 

１ 東京都の救急医療体制 
○ いつでも、どこでも、だれでも、その症状に応じた適切な医療が受けられ

るよう、生命の危機を伴う重篤患者に対する三次救急医療機関、入院治療を
必要とする中等症及び重症の患者に対する二次救急医療機関、入院を必要
としない軽症の救急患者に対する初期救急医療機関を基本に、救急医療体
制を確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

二二次次救救急急医医療療機機関関でではは対対応応ででききなないい複複数数のの診診療療科科領領域域ににわわたたるる重重篤篤なな救救急急患患者者にに対対

しし、、高高度度なな医医療療をを総総合合的的にに提提供供すするる医医療療機機関関ととしし、、次次のの要要件件をを満満たたすすもものの  

 

１１  重重篤篤なな救救急急患患者者をを、、常常にに必必ずず受受けけ入入れれるるここととががででききるる診診療療体体制制ががああるる。。 

２２  ＩＩＣＣＵＵ、、ＣＣＣＣＵＵ等等をを備備ええ、、重重篤篤なな患患者者にに対対しし、、常常時時高高度度なな治治療療がが可可能能ででああるる。。 

３３  医医療療従従事事者者（（医医師師、、看看護護職職員員、、救救急急救救命命士士等等））にに対対しし、、必必要要なな研研修修をを行行うう体体制制をを

有有すするる。。 

  

原原則則ととししてて固固定定・・通通年年制制でで、、入入院院治治療療をを必必要要ととすするる中中等等症症及及びび重重症症患患者者にに対対すするる医医

療療をを担担当当すするる医医療療機機関関ととしし、、次次のの要要件件をを満満たたすすもものの。。ななおお、、地地域域のの事事情情等等かからら輪輪番番制制

ととすするる場場合合はは、、当当番番日日ににおおいいてて必必要要なな要要件件をを満満たたししてていいるるここととがが必必要要ででああるる。。  

１１  救救急急患患者者のの受受入入れれのの依依頼頼ががああっったた場場合合はは必必ずず診診療療すするるここととをを基基本本ととすするる。。 
２２  急急性性疾疾患患やや外外傷傷等等にに対対すするる診診断断、、救救急急処処置置（（応応急急的的なな救救命命処処置置をを含含むむ。。））及及びび  

必必要要なな検検査査がが 2244  時時間間対対応応可可能能ででああるる。。 
３３  救救急急蘇蘇生生法法ををははじじめめ、、急急性性疾疾患患やや外外傷傷等等にに対対すするる診診断断とと救救急急処処置置ががででききるる医医師師  

及及びび救救急急患患者者にに対対応応ででききるる看看護護師師をを確確保保ししてていいるる。。 
４４  救救急急患患者者のの状状態態にによよりり必必要要なな検検査査ががででききるる体体制制をを確確保保ししてていいるる。。検検査査技技師師・・診診  

療療放放射射線線技技師師はは常常駐駐がが望望ままししいいがが、、少少ななくくととももオオンンココーールル体体制制をを確確保保ししてていいるる。。 
５５  救救急急患患者者ののたためめのの専専用用病病床床又又はは優優先先的的にに使使用用ででききるる病病床床をを有有ししてていいるる。。 
６６  救救急急告告示示医医療療機機関関のの基基準準をを満満たたししてていいるる。。 

  

  主主ととししてて自自力力来来院院者者をを中中心心にに、、入入院院をを必必要要ととししなないい軽軽症症のの救救急急患患者者にに対対すするる初初期期医医

療療をを担担当当すするる医医療療機機関関ととしし、、次次のの要要件件をを満満たたすすもものの  

１１  内内科科・・外外科科・・小小児児科科等等のの一一般般外外来来診診療療機機能能をを持持つつ。。 
２２  診診察察のの結結果果、、初初期期救救急急医医療療機機関関でではは十十分分なな対対応応がが不不可可能能とと思思わわれれるる救救急急患患者者はは、、

二二次次又又はは三三次次救救急急医医療療機機関関等等ととのの連連携携のの下下にに転転院院をを行行うう。。 

救救命命救救急急医医療療（（三三次次救救急急医医療療））  

入入院院をを要要すするる救救急急医医療療（（二二次次救救急急医医療療））  

初初期期救救急急医医療療  
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（１）三次救急 

○ 三次救急医療を担う救命救急センターの整備について、国は、おおむね
100 万人に１か所を目途に整備を図ることとした基準を平成 19 年に廃止
し、都道府県の医療計画に基づき整備することとしました。都では、令和
５年３月に指定した 2 か所の救命救急センターを加え、計 28 か所（令和
５年４月現在）を指定し、各施設に対する整備・運営を支援しています。 

 

○ また、救命救急センターのうち、広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の
特殊疾病患者に対する救命医療を担う高度救命救急センターを４か所指定
しています。 

 

（２）二次救急 

○ 365 日 24 時間救急入院が可能な病床を確保するため、「休日・全夜間診
療事業」に参画する東京都指定二次救急医療機関を 239 施設 768 床（令
和５年 10 月現在）確保しています。 

 

○ 平成27年１月からは、入院が必要な救急患者のための空床を確保する休
日・全夜間診療事業を救急搬送の受入実績等をより適切に評価する仕組み
に再構築しています。 

 

（３）初期救急 

○ 都は、区市町村が行う休日夜間急患センター3や在宅当番医制4等の初期
救急医療体制の整備に対して支援を行うことにより、住民に身近な救急医
療体制を確保しています。 

また、区市町村単独では体制確保が困難な眼科及び耳鼻咽喉科につい
ては、都が広域的に確保しています。 

 
3 休日夜間急患センター：休日及び夜間において、比較的軽症の救急患者を受け入れるため自
治体が整備するもの。 

4 在宅当番医制：休日及び夜間において、比較的軽症の救急患者を受け入れるための当番医療
機関 
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○ 都は、区市町村が行う休日夜間急患センター3や在宅当番医制4等の初期
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（４）「救急医療の東京ルール」の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京ルール事案に該当する救急搬送患者を地域（二次保健医療圏内）で
受け止めるため、島しょ地域を除くすべての二次保健医療圏において、搬
送調整や受入れ機能を担う東京都地域救急医療センターを指定（令和５年
７月現在 90 か所）しています。 

 

○ 地域の特性を踏まえた救急医療の連携強化を推進するため、救急医療機
関、消防機関、区市町村等により構成する地域救急会議を二次保健医療圏
（島しょ地域を除く）ごとに設置し、顔の見える関係を構築しています。 

 

○ 東京ルールによる搬送調整の対象となった開放性骨折、精神身体合併症
及び吐下血の救急患者を受け入れる医療機関を確保しています。 

 

  

 
  
  ルルーールルⅠⅠ  救救急急患患者者のの迅迅速速なな受受入入れれ    

救急患者を迅速に医療の管理下に置くため、地域の救急医療機関が相互に 

協力・連携して救急患者を受け入れる。（平成 21 年８月 31 日運用開始） 

● 「東京都地域救急医療センター」を設置 
⼆次保健医療圏内において救急患者を受け⽌めるネットワークの核となる救

急医療機関 
● 「救急患者受⼊コーディネーター」の設置 

地域（圏域）内では受⼊が困難な場合、他地域の「地域救急医療センター」と
協⼒しながら 365 ⽇ 24 時間受⼊調整を担う（東京消防庁総合指令室に常時複
数名配置） 

 
  ルルーールルⅡⅡ  「「トトリリアアーージジ」」のの実実施施    

緊急性の高い患者の生命を守るため、救急医療の要否や診療の順番を判断する

「トリアージ」を、救急の様々な場面で実施する。  

● 「搬送時トリアージ」や地域救急医療センター等での「病院内トリアージ」
の推進 

 
  ルルーールルⅢⅢ  都都民民のの理理解解とと参参画画    

都民は自らのセーフティネットである救急医療が重要な社会資源であること

を認識し、救急医療を守るため、適切な利用を心がける。  

● 都⺠と医療従事者の相互理解を促進するシンポジウム等の開催、救急相談セ
ンター（＃7119）等における相談事業の充実 

「救急医療の東京ルール」を推進 
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○ これらの取組により、東京ルール事案に該当する救急搬送患者の数は、
平成 23 年の 14,459 人から平成 29 年には 6,090 人へと減少し、同一地
域（二次保健医療圏）での受入率は、平成 23 年の 81.3％から平成 29 年
には 86.9％へと上昇しましたが、平成 30、令和元年には患者数は 7,104
人、9,264 人、受入率は 86.1%、85.5%となっていました。しかしながら、
新型コロナの感染拡大の影響等により、東京ルール事案に該当する救急搬
送患者数は増加しています。 

 

（５）特殊救急等 

○ 都は、緊急に専門的な入院治療が必要な熱傷患者への救急（東京スキン
バンクネットワーク）及び急性心筋梗塞などの心血管疾患患者への救急（東
京都ＣＣＵネットワーク及び急性大動脈スーパーネットワーク）体制を整
備しています。 

 

（６）東京ＥＲ（総合救急診療科） 

○ 都立病院では、365 日 24 時間の安心と患者中心の医療を目指し、いつ
でも、だれでも、様々な症状の救急患者に対応できるよう、広尾病院、墨
東病院、多摩総合医療センター及び小児総合医療センターに東京ＥＲ（総
合救急診療科）を設置し、総合的な救急医療体制の充実を図っています。 

 

（７）精神科救急 

○ 精神保健福祉法第 23 条に基づく警察官通報等による措置入院等（精神
科緊急医療）や、「精神科救急医療情報センター」の設置による患者等から
の受療相談・医療機関案内（初期救急、二次救急等）を行っています。 

 

○ 精神科医療資源の状況等を考慮し、島しょを除く都内を５つのブロック
に分け、各ブロックにおいて、精神身体合併症患者が地域で迅速かつ適正
な医療が受けられるよう、身体治療終了後の精神疾患患者に関する相談や
受入れを行っています。また、各ブロックにおいて連携会議や研修を行う
ことで、一般診療科と精神科との連携強化を図っています。 

 

（８）東京都ドクターヘリ 

○ ドクターヘリは、救急医療に必要な資器材、救急医療の専門の医師や看
護師を乗せて、速やかに救急現場等へ向かうヘリコプターです。現場やヘ
リコプターの機内で治療をしながら患者を医療機関に搬送することがで
き、都では、杏林大学医学部付属病院を基地病院として、令和４年３月か
ら運航を開始しています。 
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２ 病院前救護体制 
○ 救急患者を病院に搬送するまでの間に救急救命士が行う救急救命処置が、

実習修了と医師の指導を前提とした条件の下に拡大されるなど、より質が
高く、かつ高度な救急業務が提供できる体制づくりが進んでいます。 

 

○ 都は、救急隊員の資質を向上させ、医学的観点から応急処置等の質を保障
することにより、救命効果の向上と救急業務に対する信頼を更に高めるこ
とを目的として「東京都メディカルコントロール5協議会」を設置し、救急
隊が行う観察や医療機関選定等の基準を定めているほか、医療機関に勤務
する救急救命士の救急救命処置のうち、都道府県メディカルコントロール
協議会の認定を必要とする救急救命処置に係る認定を行っています。 

 

○ また、タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関
係職種がより専門性を活かせるよう各職種の業務範囲の拡大等を行う一環
として、令和３年に救急救命士法（平成３年法律第 36 号）の改正が行われ、
救急救命士による救急救命処置の実施の場が拡大されました。6 

 

 

 

  

 
5 メディカルコントロール：病院前救護において、救急現場から救急医療機関に搬送されるま
での間、救急救命士の活動等について医師が指示、指導・助言及び検証することにより、病
院前救護の質を保証すること。 

6 除細動：心臓が痙攣
け い れ ん

したように細かく震えて血液が拍出できない致死的不整脈（心室細動）
に対し、電気ショックをかけることにより、その震えを取り除く処置 

【救急救命士の救急救命処置等の拡大】 
平成 15 年４月 除細動 6 の包括的指示化 
平成 16 年７月 気管挿管 
平成 18 年４月 薬剤の投与 
平成 21 年３月 アドレナリン製剤の投与 
平成 26 年４月 心肺機能停止前の傷病者に対する静脈路確保等 
令和３年 10 月 救急救命処置の場が「搬送されるまでの間」から

「到着し当該病院若しくは診療所に入院するまで
の間」に拡大 
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２ 病院前救護体制 
○ 救急患者を病院に搬送するまでの間に救急救命士が行う救急救命処置が、

実習修了と医師の指導を前提とした条件の下に拡大されるなど、より質が
高く、かつ高度な救急業務が提供できる体制づくりが進んでいます。 

 

○ 都は、救急隊員の資質を向上させ、医学的観点から応急処置等の質を保障
することにより、救命効果の向上と救急業務に対する信頼を更に高めるこ
とを目的として「東京都メディカルコントロール5協議会」を設置し、救急
隊が行う観察や医療機関選定等の基準を定めているほか、医療機関に勤務
する救急救命士の救急救命処置のうち、都道府県メディカルコントロール
協議会の認定を必要とする救急救命処置に係る認定を行っています。 

 

○ また、タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関
係職種がより専門性を活かせるよう各職種の業務範囲の拡大等を行う一環
として、令和３年に救急救命士法（平成３年法律第 36 号）の改正が行われ、
救急救命士による救急救命処置の実施の場が拡大されました。6 

 

 

 

  

 
5 メディカルコントロール：病院前救護において、救急現場から救急医療機関に搬送されるま
での間、救急救命士の活動等について医師が指示、指導・助言及び検証することにより、病
院前救護の質を保証すること。 

6 除細動：心臓が痙攣
け い れ ん

したように細かく震えて血液が拍出できない致死的不整脈（心室細動）
に対し、電気ショックをかけることにより、その震えを取り除く処置 

【救急救命士の救急救命処置等の拡大】 
平成 15 年４月 除細動 6 の包括的指示化 
平成 16 年７月 気管挿管 
平成 18 年４月 薬剤の投与 
平成 21 年３月 アドレナリン製剤の投与 
平成 26 年４月 心肺機能停止前の傷病者に対する静脈路確保等 
令和３年 10 月 救急救命処置の場が「搬送されるまでの間」から

「到着し当該病院若しくは診療所に入院するまで
の間」に拡大 

 

３ 相談・案内と普及啓発事業 
（１）医療機関案内等 

○ 東京都保健医療情報センターでは、電話による保健医療福祉相談や救急
医療機関を含む医療機関案内を実施しているほか、外国人向けに 5 か国語
による電話での医療情報の提供を行っています。また、これまで東京都医療
機関案内サービス“ひまわり”で行ってきた診療可能な医療機関の診療時間
や医療機能などの情報の提供については、令和６年４月から、医療情報ネッ
ト（全国統一的な情報システム）に移行します。 

 

（２）東京消防庁救急相談センター（＃７１１９） 

○ 急な病気やけがをして、救急車を呼ぶべきか、今すぐ病院に行くべきか迷
ったときに、緊急受診の要否や適応する診療科目、診察可能な医療機関等を
相談者に電話でアドバイスを行う「東京消防庁救急相談センター」を平成
19 年６月から運用開始し、都民の不安を解消するとともに、救急車の適時・
適切な利用を図ることを目指しています。 

 

○ 平成24年には、自ら症状の緊急性を判断できる「東京版救急受診ガイド
7」を作成し、緊急性のアドバイスが得られるサービスを提供しています。 

 

 

  

 
7 東京版救急受診ガイド：「冊子版」とパソコンやスマートフォン、携帯電話から利用できる
「ウェブ版」を提供しています。 

資料：東京消防庁 

(件) 東京消防庁救急相談センター（#７１１９）における救急相談件数 
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（３）精神科救急医療情報センター 

○ 精神科に関する医療情報を提供するとともに、必要な情報を聴取して緊
急性を判断し、トリアージやケース・マネジメント（調整）を行っています。 

また、患者等からの相談に傾聴や助言等の丁寧な対応を行いつつ、必要に応
じて、初期救急、二次救急、身体合併症などの医療機関案内を行っています。 

 

（４）「子供の健康相談室」（小児救急電話相談 ＃８０００） 

○ 子供の健康に関する保護者の不安や悩みを解消し、救急医療機関にかか
る前の段階での安心を確保するため、平日夜間及び休日の電話相談を実施
しています。 

 
 

課題と取組の方向性  
＜＜課課題題１１＞＞救救急急医医療療機機関関ににおおけけるる患患者者のの円円滑滑なな受受入入れれ  

○ 救命救急センターの役割は、新興感染症や災害時の対応などへ広がって
きており、搬送件数については平成 27 年から令和元年までは増加傾向にあ
りましたが、令和２年に一旦減少し、令和３、４年は再び増加しています。
他の医療機関では対応できない重症・重篤な患者を迅速・確実に受け入れる
ため、救命救急センターの機能を確保することが求められます。 

 

○ 新型コロナの感染拡大時には、休日・全夜間診療事業に参画している中小
規模の医療機関では医師等の防護具の交換のためスペース確保や、診察室
の消毒の手間などが生じ受入れが困難となりました。新型コロナの五類移
行後においても、以前と同程度の患者受入が難しい状況が続いています。 

 

○ 入院を必要としない初期救急患者が、二次救急医療機関に直接受診する
ことがありますが、大切な社会資源である救急医療を守るため、患者の状態
に応じた適切な救急医療を受けられることが重要です。 

 

○ また、東京ルール事案に該当する救急搬送患者の割合は、平成 29 年まで
減少していましたが、新型コロナの感染拡大の影響等により、発生件数・発
生割合ともに増加し、その傾向が続いています。 

 

○ 医療だけでは対応が困難な福祉的な背景を有する救急患者の割合が増え
ているため、関係機関との連携が必要です。 

 

○ 開放性骨折、精神身体合併症、吐下血など特殊な診療を必要とする患者の
速やかな受入れを図ることが重要です。 
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（３）精神科救急医療情報センター 

○ 精神科に関する医療情報を提供するとともに、必要な情報を聴取して緊
急性を判断し、トリアージやケース・マネジメント（調整）を行っています。 

また、患者等からの相談に傾聴や助言等の丁寧な対応を行いつつ、必要に応
じて、初期救急、二次救急、身体合併症などの医療機関案内を行っています。 

 

（４）「子供の健康相談室」（小児救急電話相談 ＃８０００） 

○ 子供の健康に関する保護者の不安や悩みを解消し、救急医療機関にかか
る前の段階での安心を確保するため、平日夜間及び休日の電話相談を実施
しています。 

 
 

課題と取組の方向性  
＜＜課課題題１１＞＞救救急急医医療療機機関関ににおおけけるる患患者者のの円円滑滑なな受受入入れれ  

○ 救命救急センターの役割は、新興感染症や災害時の対応などへ広がって
きており、搬送件数については平成 27 年から令和元年までは増加傾向にあ
りましたが、令和２年に一旦減少し、令和３、４年は再び増加しています。
他の医療機関では対応できない重症・重篤な患者を迅速・確実に受け入れる
ため、救命救急センターの機能を確保することが求められます。 

 

○ 新型コロナの感染拡大時には、休日・全夜間診療事業に参画している中小
規模の医療機関では医師等の防護具の交換のためスペース確保や、診察室
の消毒の手間などが生じ受入れが困難となりました。新型コロナの五類移
行後においても、以前と同程度の患者受入が難しい状況が続いています。 

 

○ 入院を必要としない初期救急患者が、二次救急医療機関に直接受診する
ことがありますが、大切な社会資源である救急医療を守るため、患者の状態
に応じた適切な救急医療を受けられることが重要です。 

 

○ また、東京ルール事案に該当する救急搬送患者の割合は、平成 29 年まで
減少していましたが、新型コロナの感染拡大の影響等により、発生件数・発
生割合ともに増加し、その傾向が続いています。 

 

○ 医療だけでは対応が困難な福祉的な背景を有する救急患者の割合が増え
ているため、関係機関との連携が必要です。 

 

○ 開放性骨折、精神身体合併症、吐下血など特殊な診療を必要とする患者の
速やかな受入れを図ることが重要です。 

  

 

○ 東京都ドクターヘリについては、近隣県との連携体制の構築に加え、災害
時における効果的な運用に向けた訓練や検証等が必要です。 

 

○ 令和６年４月から医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用され、
勤務医の健康を確保するためのルール（面接指導、連続勤務時間制限、勤務
間インターバルの確保など）が導入されます。救急医療に携わる医師の働き
方改革を進めつつ、地域において必要な救急医療体制を維持・確保すること
が必要です。 

 

（（取取組組１１））救救急急受受入入体体制制のの強強化化  

○ 現在の東京ルールの運用状況や医師の働き方改革による救急医療への
影響などを踏まえ、都の救急医療体制のあり方や、新興感染症発生・まん
延時に必要とされる体制について、救急医療対策協議会等において検討等
を進めていきます。 

 

○ 高齢化の更なる進行や、新興感染症発生時や災害発生時などの突発的な
事態への迅速な対応に当たり、各救命救急センターの連携・機能確保を進
めていくため、三次救急医療施設連携会議等の場を活用し、センター間の
情報共有を一層推進していきます。また、必要に応じ、新たな救命救急セ
ンターの指定を検討します。 

 

○ 救急隊の資質を高め、更なる救命効果の向上を図るため、「東京都メデ
ィカルコントロール協議会」において救急隊が行う観察や医療機関選定の
基準等について、国の動向等を踏まえながら検討していきます。 

 

○ 地域の二次救急医療機関等が連携して救急医療体制を維持・構築してい
くため、地域救急会議等において、福祉的背景を有する救急患者の対応等
について、関係者間の連携・情報共有等を進めていきます。 

 

○ 救急外来での救急救命士の活用によるタスクシフト／シェアを促し、医
師や看護師等がそれぞれの役割に専念できるようにすることにより、救急
受入体制の強化を図る医療機関を支援していきます。 

 

○ 初期治療後に状態が比較的安定した救急患者が、身近な地域へ円滑に移
行できるよう、医療機関の取組を支援していきます。 

 

○ 東京ルール事案となった開放性骨折、精神身体合併症、吐下血など特殊
な診療を必要とする患者の迅速な受入れのための取組を推進します。 
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○ 精神疾患のある救急患者の円滑な受入れに向けて、救急医療機関の対応
力向上を目的とした研修の実施や、地域の実情に応じた精神科医療機関、
一般科救急医療機関及び保健所などの行政機関との連携を促進します。 

 
○ 消防機関をはじめとする各機関との連携を強化し、ドクターヘリの更な

る効果的な運用体制の確保を進めるとともに、災害時の運用を想定した訓
練や検証、他県との連携に向けた取組等を引き続き行っていきます。 

 
○ ドクターカーについては、東京ＤＭＡＴや、脳卒中急性期医療機関、東

京都ＣＣＵネットワークなどの救急医療体制、各地域の医療資源の状況、
国の動向等を踏まえながら、総合的な検討を行っていきます。 

  

＜＜課課題題２２＞＞高高齢齢者者等等のの生生活活やや症症状状にに応応じじたた救救急急医医療療体体制制のの整整備備  

○ 今後、高齢化の進展に加え、要介護認定率の高い後期高齢者の増加により、
要介護（要支援）認定者数が増加するなど、救急搬送の増加が見込まれます。 

 

○ 高齢者は、事故や体調の急変などで、緊急度や重症度が比較的高く、救急
医療を要する事態であるにもかかわらず、適切に対応できないことがあり、
また、救急搬送される際には、患者状況の伝達や意思の疎通に時間を要する
ことがあります。 

 

○ 高齢者施設からの救急搬送は緊急性が高い案件も多く、速やかな対応が
求められるため、円滑な情報連絡等が重要です。 

 

○ 在宅療養又は通院している高齢者の症状が増悪した場合には、その症状
等に応じて、身近な地域の医療機関への入院が必要となることがあります。 

 

○ 高齢者や社会的背景を有する救急患者は、急性期の治療を終えた後でも
自宅等へ戻ることが困難な場合も少なくないため、入院期間が長期化する
ことがあります。 
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○ 精神疾患のある救急患者の円滑な受入れに向けて、救急医療機関の対応
力向上を目的とした研修の実施や、地域の実情に応じた精神科医療機関、
一般科救急医療機関及び保健所などの行政機関との連携を促進します。 

 
○ 消防機関をはじめとする各機関との連携を強化し、ドクターヘリの更な

る効果的な運用体制の確保を進めるとともに、災害時の運用を想定した訓
練や検証、他県との連携に向けた取組等を引き続き行っていきます。 

 
○ ドクターカーについては、東京ＤＭＡＴや、脳卒中急性期医療機関、東

京都ＣＣＵネットワークなどの救急医療体制、各地域の医療資源の状況、
国の動向等を踏まえながら、総合的な検討を行っていきます。 

  

＜＜課課題題２２＞＞高高齢齢者者等等のの生生活活やや症症状状にに応応じじたた救救急急医医療療体体制制のの整整備備  

○ 今後、高齢化の進展に加え、要介護認定率の高い後期高齢者の増加により、
要介護（要支援）認定者数が増加するなど、救急搬送の増加が見込まれます。 

 

○ 高齢者は、事故や体調の急変などで、緊急度や重症度が比較的高く、救急
医療を要する事態であるにもかかわらず、適切に対応できないことがあり、
また、救急搬送される際には、患者状況の伝達や意思の疎通に時間を要する
ことがあります。 

 

○ 高齢者施設からの救急搬送は緊急性が高い案件も多く、速やかな対応が
求められるため、円滑な情報連絡等が重要です。 

 

○ 在宅療養又は通院している高齢者の症状が増悪した場合には、その症状
等に応じて、身近な地域の医療機関への入院が必要となることがあります。 

 

○ 高齢者や社会的背景を有する救急患者は、急性期の治療を終えた後でも
自宅等へ戻ることが困難な場合も少なくないため、入院期間が長期化する
ことがあります。 

 

 

 

 
  

（（取取組組２２））地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムににおおけけるる迅迅速速・・適適切切なな救救急急医医療療のの確確保保  

《高齢者の迅速・適切な救急受診のための支援》 
○ 具合が悪くなった時に、治療中の病気や服薬状況等の情報を医療機関

や救急隊等に迅速に伝えられるよう、救急医療情報キットによる情報共
有に取り組む区市町村を引き続き支援していきます。 

 

《高齢者施設等における救急対応の円滑化》 
○ 高齢者施設が、日頃から利用者の状況や希望を職員やかかりつけ医療

機関と共有して、円滑に救急対応できるよう、高齢者施設における救急対
応マニュアル作成のためのガイドラインの活用や、救急医療機関や消防
機関との連携を働きかけていきます。 

 

○ 高齢者施設や在宅で生活している高齢者が、急に状態が悪くなった場
合でも、本人が望む治療やケアを実現させるため、アドバンス・ケア・プ
ランニング（ＡＣＰ）について都民に広く周知を図るとともに、地域の医
療・介護関係者や病院スタッフの理解促進と対応力の向上を図るための
研修等を実施していきます。 

 

《身近な地域の医療機関による救急患者の受入体制の強化》 
○ 高齢者が、その症状に応じて身近な地域で救急医療を受けられるよ

う、かかりつけ医と連携した入院医療機関の確保や、医療機関が所有す
る患者搬送車や患者等搬送事業者（いわゆる病院救急車や民間救急車）
の活用を促進します。 

 

○ 初期治療後に状態が比較的安定した救急患者が、身近な地域へ円滑に
移行できるよう、転院支援を行う人材の配置や医療機関が所有する患者
搬送車や患者等搬送事業者（いわゆる病院救急車や民間救急車）を活用
した入院患者の転院搬送などの医療機関の取組を支援していきます。 

 

○ 初期治療後に状態が比較的安定した救急患者が、速やかに転院搬送で
きるよう、病院救急車の整備を支援します。 

 

《高齢者の救急入院後の円滑な在宅移行の促進》 
○ 急性期の治療を終えた高齢者が円滑に転院や退院ができるよう、入院

医療機関や地域の医療・介護関係者に対して、退院支援マニュアルの活
用の促進や退院支援を担う人材の育成などを通じて支援していきます。 
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＜＜課課題題３３＞＞救救急急車車のの適適時時・・適適切切なな利利用用  

○ 救急搬送患者のうち 50％以上が入院を要しない軽症患者であり、限りあ
る医療資源である救急医療を守るためには、東京ルールにおいて「ルールⅢ」
（都民の理解と参画）として掲げた「都民一人ひとりの理解と参画」が必要
です。 

 

○ 救急医療を受ける必要性の高い患者を、迅速に救急医療機関へ搬送する
ためには、救急車の適時・適切な利用についての取組を進めていく必要があ
ります。 

 

○ また、医療機関から他の医療機関への転院搬送についても、緊急性や専門
医療の必要性に応じた救急車の適時・適切な利用が必要です。 

 

 
 

 

  

（（取取組組３３））救救急急車車のの適適時時・・適適切切なな利利用用のの推推進進  

○ 救急相談センター（＃７１１９）等の相談機関の普及啓発や利用促進を
図るとともに、「救急の日」のイベントや動画広告掲出、ポスター・リーフ
レット等の配布等を通じて、救急車の適時・適切な利用について、都民の
理解を促していきます。 

 

○ 消防機関が行う転院搬送の要請手続きについて、分かりやすくまとめた
手引きを活用して、地域救急会議等を通じて医療機関への周知を進めま
す。 

 

○ 緊急性は低いものの医療処置が必要な患者の転院搬送の際に、病院救急
車や民間救急車を活用する医療機関を支援します。 
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＜＜課課題題３３＞＞救救急急車車のの適適時時・・適適切切なな利利用用  

○ 救急搬送患者のうち 50％以上が入院を要しない軽症患者であり、限りあ
る医療資源である救急医療を守るためには、東京ルールにおいて「ルールⅢ」
（都民の理解と参画）として掲げた「都民一人ひとりの理解と参画」が必要
です。 

 

○ 救急医療を受ける必要性の高い患者を、迅速に救急医療機関へ搬送する
ためには、救急車の適時・適切な利用についての取組を進めていく必要があ
ります。 

 

○ また、医療機関から他の医療機関への転院搬送についても、緊急性や専門
医療の必要性に応じた救急車の適時・適切な利用が必要です。 

 

 
 

 

  

（（取取組組３３））救救急急車車のの適適時時・・適適切切なな利利用用のの推推進進  

○ 救急相談センター（＃７１１９）等の相談機関の普及啓発や利用促進を
図るとともに、「救急の日」のイベントや動画広告掲出、ポスター・リーフ
レット等の配布等を通じて、救急車の適時・適切な利用について、都民の
理解を促していきます。 

 

○ 消防機関が行う転院搬送の要請手続きについて、分かりやすくまとめた
手引きを活用して、地域救急会議等を通じて医療機関への周知を進めま
す。 

 

○ 緊急性は低いものの医療処置が必要な患者の転院搬送の際に、病院救急
車や民間救急車を活用する医療機関を支援します。 

 

事業推進区域  

○ 高度な専門的医療：都全域 
○ 入院医療：広域な区域（複数の区市町村、二次保健医療圏等） 
○ 初期医療：区市町村 
 

 

評価指標 
 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１ 
心肺機能停止傷病者（心肺停止
患者）の 1 か月後生存率 

9.4% 
（令和３年） 

上げる 

取組１ 
三次救急医療機関の収容可能回
答率 

36.4% 
（令和４年） 

上げる 

取組１ 
救命救急センターの充実段階評
価「Ｓ」の割合 

57.7% 
（令和４年） 

上げる 

取組１ 
取組２ 

二次救急医療機関の応需率 
43.1% 

（令和４年） 
上げる 

取組１ 
取組２ 

東京ルール事案に該当する救急
搬送患者の割合 

7.29% 
（令和４年） 

下げる 

取組１ 
取組２ 

救急活動時間（出場～医師引継） 
62 分 28 秒 

（令和４年） 
短縮 

取組３ 
救急相談センター（#7119） 
の認知率 

56.8% 
（令和４年） 

上げる 

取組３ 救急搬送患者の軽症割合 
53.4% 

（令和４年） 
下げる 
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令和5年12月1日

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

日の出町

青梅

あきる野

羽村

福生市

杉並

中野

新宿

世田谷

渋谷

目黒

足立

葛飾
荒川

○○市市立立青青梅梅総総合合医医療療セセンンタターー ○○日日本本大大学学医医学学部部附附属属板板橋橋病病院院

○○都都立立広広尾尾病病院院

○○国国立立病病院院機機構構災災害害医医療療セセンンタターー ◎◎都都立立墨墨東東病病院院

○○日日本本大大学学病病院院

◎◎帝帝京京大大学学医医学学部部附附属属病病院院

○○公公立立昭昭和和病病院院

○○東東邦邦大大学学医医療療セセンンタターー大大森森病病院院

○○武武蔵蔵野野赤赤十十字字病病院院

○○都都立立多多摩摩総総合合医医療療セセンンタターー

◎◎杏杏林林大大学学医医学学部部付付属属病病院院

武蔵村山
東大和

昭島
立川

国立市

国分寺市

八王子

町田

日野

多摩 稲城

○○東東京京医医科科大大学学八八王王子子医医療療セセンンタターー

○○日日本本医医科科大大学学多多摩摩永永山山病病院院

○○東東京京医医科科大大学学病病院院

○○国国立立病病院院機機構構東東京京医医療療セセンンタターー

◎◎日日本本医医科科大大学学付付属属病病院院

○○聖聖路路加加国国際際病病院院

品川

大田

○○東東京京女女子子医医科科大大学学病病院院

○○東東京京女女子子医医科科大大学学附附属属足足立立医医療療セセンンタターー

○○昭昭和和大大学学病病院院

府中

小金井

三鷹

狛江

調布

武蔵野

港

文京 台東

千代田

中央

練馬

板橋

北

豊島

凡凡例例：：◎◎高高度度救救命命救救急急セセンンタターー
○○救救命命救救急急セセンンタターー

○○東東京京医医科科歯歯科科大大学学病病院院

○○日日本本赤赤十十字字社社医医療療セセンンタターー

○○国国立立国国際際医医療療研研究究セセンンタターー病病院院

○○東東京京大大学学医医学学部部附附属属病病院院

○○東東京京都都済済生生会会中中央央病病院院

江戸川

墨田

江東

東村山

清瀬

小平

東久留米市

西東京

足立

葛飾
荒川

○○順順天天堂堂大大学学医医学学部部附附属属練練馬馬病病院院

○○東東京京慈慈恵恵会会医医科科大大学学附附属属病病院院

救命救急センター配置図 
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令
和

5
年

12
月

1
日

奥
多

摩
町

瑞
穂

町

檜
原
村

日
の

出
町青
梅

あ
き
る
野

羽
村 福

生
市

杉
並

中
野

新
宿

世
田

谷

渋
谷 目

黒

足
立

葛
飾

荒
川

○○
市市
立立

青青
梅梅
総総
合合
医医
療療

セセ
ンン
タタ
ーー

○○
日日

本本
大大
学学
医医
学学
部部

附附
属属

板板
橋橋
病病
院院

○○
都都

立立
広広
尾尾
病病
院院

○○
国国
立立

病病
院院

機機
構構
災災
害害
医医

療療
セセ
ンン
タタ

ーー
◎◎
都都
立立

墨墨
東東

病病
院院

○○
日日

本本
大大
学学
病病
院院

◎◎
帝帝

京京
大大
学学

医医
学学
部部
附附
属属

病病
院院

○○
公公
立立

昭昭
和和
病病
院院

○○
東東

邦邦
大大
学学
医医
療療
セセ
ンン
タタ
ーー
大大
森森
病病

院院

○○
武武

蔵蔵
野野
赤赤
十十
字字
病病

院院

○○
都都
立立
多多
摩摩

総総
合合
医医
療療

セセ
ンン
タタ
ーー

◎◎
杏杏

林林
大大
学学
医医
学学
部部
付付

属属
病病
院院

武
蔵

村
山

東
大

和

昭
島

立
川

国
立

市国
分
寺

市

八
王

子

町
田

日
野

多
摩

稲
城

○○
東東
京京

医医
科科
大大
学学
八八
王王
子子

医医
療療
セセ

ンン
タタ
ーー

○○
日日
本本

医医
科科
大大
学学
多多
摩摩
永永

山山
病病
院院

○○
東東

京京
医医
科科
大大
学学
病病

院院

○○
国国

立立
病病
院院
機機
構構
東東
京京
医医

療療
セセ
ンン
タタ

ーー

◎◎
日日
本本

医医
科科

大大
学学
付付
属属
病病
院院

○○
聖聖

路路
加加
国国
際際
病病
院院

品
川

大
田

○○
東東

京京
女女
子子

医医
科科
大大

学学
病病
院院

○○
東東
京京

女女
子子

医医
科科
大大
学学
附附
属属
足足
立立
医医
療療
セセ
ンン

タタ
ーー

○○
昭昭

和和
大大
学学
病病
院院

府
中

小
金

井

三
鷹

狛
江

調
布

武
蔵

野

港文
京

台
東

千
代

田

中
央

練
馬

板
橋

北

豊
島

凡凡
例例
：：

◎◎
高高
度度
救救
命命

救救
急急

セセ
ンン
タタ
ーー

○○
救救
命命
救救
急急
セセ
ンン
タタ
ーー

○○
東東
京京

医医
科科

歯歯
科科
大大
学学
病病
院院

○○
日日

本本
赤赤
十十
字字
社社
医医

療療
セセ
ンン
タタ
ーー

○○
国国
立立

国国
際際

医医
療療
研研

究究
セセ
ンン
タタ
ーー
病病

院院

○○
東東

京京
大大
学学
医医
学学
部部
附附

属属
病病
院院

○○
東東

京京
都都
済済
生生
会会
中中
央央

病病
院院

江
戸

川

墨
田

江
東

東
村

山

清
瀬

小
平

東
久

留
米

市 西
東
京

足
立

葛
飾

荒
川

○○
順順

天天
堂堂
大大
学学
医医
学学
部部
附附

属属
練練
馬馬
病病

院院

○○
東東
京京

慈慈
恵恵
会会
医医
科科

大大
学学
附附
属属
病病
院院

救
命

救
急

セ
ン

タ
ー

配
置

図
 

 

 

　　東　京　都　に　お　け　る　救　急　医　療　体　制

令和5年4月1日現在

二次（所）

急患セ
ンター

休日
昼間

休日
準夜

休日
昼間

休日
準夜

土曜
準夜

平日
準夜

名　　　称 個数 固定 輪番

千代田区 67,934
千代田区・

神田
2* 1 1 1

千代田区休日応急診療所
ちよだこども救急室（日本大学病院）
(*年末年始のみ在宅当番医を実施)

2 1
日本医科大学付属病院
（高度救命救急センター）

中央区 174,272
中央区・
日本橋

3 2 2 1

中央区休日応急診療所
京橋休日応急診療所
日本橋休日応急診療所
小児総合医療センター(聖路加国際病院)

4 2

　　　　　　　　　　６０床
日本大学病院
　　　　　　　　　　２０床
聖路加国際病院

港区 264,563 港区 2 1 1 1
みなと子ども救急診療室（愛育病院）
（祝祭日・年末年始除く）

1 2
　　　　　　　　　　２０床
東京都済生会中央病院
　　　　　　　　　　３０床

文京区 243,493
文京区・
小石川

4 2 0 2
東京慈恵会医科大学附
属病院　　　　　 ２０床

文京区・豊島区
（2区共同）

1 豊島文京こども救急 1
東京医科歯科大学病院
３０床

台東区 217,147 下谷・浅草 2 2 1 1 1 1
台東区準夜間・休日こどもクリニック（永寿総合
病院）

1 1
東京大学医学部附属病
院　　　　　　　　２０床

小小計計 996677,,440099 88 55 55 44 44 55 99 33 55 1199 ７７所所　　２２００００床床

品川区 421,321 品川区・荏原 1 2 2 2 1
荏原医師会休日診療所
品川区医師会休日診療所
品川区こども夜間救急室(昭和大学病院)

3 2
東邦大学医療センター
大森病院　　　　２０床

大田区 743,683
大森・

田園調布・
蒲田

3 3 2 1

大森医師会診療所
田園調布医師会診療所
蒲田医師会診療所
大田区子ども平日夜間救急室
　(東邦大学医療センター大森病院)

4 2
昭和大学病院
　　　　　　　　　　２０床

小小計計 11,,116655,,000044 11 00 55 55 44 22 77 22 22 1188 ２２所所　　４４００床床

目黒区 285,257 目黒区 3 1 1 1

鷹番休日診療所
中目黒休日診療所
八雲あいアイ館診療所（*11月～2月及び年末年
始のみ実施）
めぐろ子どもオープンクリニック

4 1
都立広尾病院
　　　　　　　　　　２８床

世田谷区 939,112
世田谷区・

玉川
6* 2 3 3 2

世田谷区医師会初期救急診療所
世田谷区医師会付属烏山診療所
玉川医師会診療所
(*GW、年末年始は施設数変動)

3 1 2
国立病院機構東京医療
センター
　　　　　　　　　　２８床

渋谷区 243,100 渋谷区 1 2 2 1
渋谷区区民健康センター桜丘
しぶやこども救急室（日本赤十字社医療セン
ター）

2 1 1
日本赤十字社医療セン
ター
　　　　　　　　　　２６床

小小計計 11,,446677,,446699 66 00 66 66 66 44 99 22 44 2233 ３３所所　　８８２２床床

新宿区 351,119 新宿区 1 1 2 1
新宿区医師会区民健康センター
しんじゅく平日・土曜日夜間こども診療室（国立
研究開発法人国立国際医療研究センター病院）

2 2

東京女子医科大学病院
　　　　　　　　　　３０床
国立国際医療研究セン
ター病院
　　　　　　　　　　３２床

○東京都保健医療情報
センター（ひまわり）

中野区 345,013 中野区 6 1 1 1
東京医療生活協同組合新渡戸記念中野総合病
院

1 2
東京医科大学病院
　　　　　　　　　　２０床

杉並区 588,867 杉並区 4 3 1 3 3

杉並区休日等夜間急病診療所
医療法人財団アドベンチスト会東京衛生アドベン
チスト病院
立正佼成会附属佼成病院

3 1

小小計計 11,,228844,,999999 1100 00 44 33 66 55 66 11 44 2233 ３３所所　　８８２２床床

豊島区 303,866 豊島区 2 1 1 1
豊島区池袋休日診療所
豊島区長崎休日診療所
豊島文京（平日夜間）こども救急

3 1

帝京大学医学部附属
病院（高度救命救急セ
ンター）
　　　　　　　　　　３０床

北区 356,817 北区 1 1 1 1
北区休日診療所
北区子ども夜間救急事業(東京北医療センター)

2 2
日本大学医学部附属板
橋病院　　　　　２２床

板橋区 583,608 板橋区 6 6 1 板橋区平日夜間応急こどもクリニック 1 1
順天堂大学医学部附属
練馬病院　 　　２６床

練馬区 751,474 練馬区 2 3 3 1
練馬休日急患診療所 (*1)
石神井休日急患診療所
練馬区夜間救急こどもクリニック (*1と同施設)

2 1 2

小小計計 11,,999955,,776655 66 66 55 55 55 44 88 55 22 2299 ３３所所　　７７８８床床

荒川区 218,278 荒川区 4 2 1 1 1 1 荒川区医師会こどもクリニック 1 1

足立区 694,588 足立区  4 2 1

足立区医師会館休日応急・準夜間応急診療所
(*2)
竹の塚休日応急診療所
東部休日応急診療所
江北休日応急診療所
平日夜間小児初期救急診療 (*2と同施設)

4 1

金町休日応急診療所
立石休日応急診療所（平日夜間こどもクリニッ
ク）

小小計計 11,,336666,,993366 88 22 77 55 33 33 77 11 33 2277 １１所所　　２２００床床

墨田区 278,519 墨田区 1 1  1
墨田区休日応急診療所
すみだ平日夜間救急こどもクリニック（同愛記念
病院）

2 1

都立墨東病院
（高度救命救急セン
ター）
　　　　　　　　　　２４床

江東区 532,984 江東区 2 2 2 1
江東区医師会館内休日急病診療所 (*4)
江東区総合区民センター内休日急病診療所
江東区平日夜間こどもクリニック (*4と同施設)

2 2

江戸川区 689,407 江戸川区 5 1 1 1 1 江戸川区医師会夜間・休日急病診療所 1 1

小小計計 11,,550000,,991100 55 00 44 44 33 33 55 11 33 2277 １１所所　　２２４４床床

区区部部計計 99,,774488,,449922 4444 1133 3366 3322 3311 2266 5511 1155 2233 116666 ２２００所所　　５５２２６６床床 ３３所所

（備考）(1)　休日夜間急患センターの「準夜」は、おおむね17時から22時までをいう。

　　　　 (2)　二次救急医療機関の名称等は、都においては、「救急病院等を定める省令」に基づく救急病院等の告示をもって、医療計画における記載に代える。

　　　　 (3)　こども救命センターのうち、国立成育医療研究センター及び都立小児総合医療センターは、「小児救命救急センター」を兼ねる。

（資料）　人口は、都総務局「住民基本台帳による世帯と人口」（令和5年4月1日現在）による。

○区東ブ
ロック（区中
央部・区東
部）

東京大学医
学部附属病
院

三次

こども救命
センター

○区東ブ
ロック（区中
央部・区東
部）

東京大学医
学部附属病
院

○区西南ブ
ロック（区南
部・区西南
部・区西
部）

国立成育医
療研究セン
ター

その他

区
東
部

27

区
西
部

23 　・都民向け医療機関案
    内(24時間電話対応
    等）　03-5272-0303
　（情報内容）
　　　医療機関
　　　診療科目
　　　診療時間
　　　住所
　　　電話番号
　・外国語による医療機
　　関案内（５か国語）
　　　平日
　 　  9:00～20:00
　 　　　03-5285-8181
　・医療機関向け外国語
　　救急通訳サービス
　　(５か国語）
　　　平日
　　 　17:00～20:00
　　　休日等
　   　9:00～20:00
　　　　　03-5285-8185

区
西
北
部

29

区
東
北
部

東京女子医科大学附属
足立医療センター
　　　　　　　　　　２０床

二
次
保
健
医
療
圏

区名
人口
（人）

地区
医師会名

初　　　　　　期　　　　　　　（所）　　　　　　　　　　　　　　※令和5年4月1日現在

○区北ブ
ロック（区西
北部・区東
北部）

日本大学医
学部附属板
橋病院

区
中
央
部

19
＜救急救命士数＞
　2,736名(消防機関に勤
務している救急救命士
数)

区
南
部

18

＜都民への情報提供＞
○東京消防庁救急相談
センター
　 救急相談への対応や
診療可能医療機関等の
問い合わせに答える。
　　24時間対応
　　23区
 　　03-3212-2323
　　多摩地域
　 　042-521-2323
　　全域短縮ﾀﾞｲﾔﾙ
　　 #7119

区
西
南
部

23

在宅当番医 休日夜間急患センター等 歯科
東京都
指定二
次救急
医療機
関数

救命救急センター
　　　　　　　（所・床）

葛飾区 454,070 葛飾区 4* 2

27

2 2 2 1 2
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令和5年4月1日現在

二次（所）

急患セ
ンター

休日
昼間

休日
準夜

休日
昼間

休日
準夜

土曜
準夜

平日
準夜

名称 個数 固定 輪番

青梅市 131,162 1 1 1 1 青梅市休日診療所 1 4* 青梅市立総合病院 ＜全都的な対応事業＞

あきる野市 78,648 　　　　　　　　　　　　３０床

福生市 55,502 1 福生市休日診療所 1

羽村市 53,929 1 1 1 1 羽村市平日夜間急患センター（*月・木・土のみ実施） 1

瑞穂町 31,299 1* （*祝日のみ在宅当番医を実施）

福生市・羽村市・瑞
穂町（3市町共同） 1* （*祝日及び振替休日のみ在宅当番医を実施）

日の出町 16,754

檜原村 1,898

奥多摩町 4,431 1 1 1 1 奥多摩町国民健康保険奥多摩病院 1

計計 337733,,662233 11 11 33 33 33 33 44 00 44 77 １１所所　　３３００床床

町田市 432,897 町田市 3 1 1 1 1 町田市医師会休日・準夜急患こどもクリニック 1 1

八王子市 578,517 八王子市 4 1 1 1 八王子市夜間救急診療所 1 1

日野市 190,623 日野市 2 1 1 1*

日野市休日準夜診療所
日野市平日準夜こども応急診療所（*水・木・
金のみ実施）

2 1

多摩市 146,452 多摩市 1 1 1 1 多摩市こども準夜診療所 1 1

稲城市 94,586 稲城市 1

計計 11,,444433,,007755 1111 00 11 44 44 44 55 44 00 2200 ２２所所　　６６４４床床

立川市 184,694 立川市 1 1 1
立川市休日急患診療所
立川市・立川病院こども救急室（共済立川病
院）

2 1

昭島市 114,639 2 1 1

国分寺市 131,501 2 2 1

国立市 76,809 1 1
休日診療センター
医療法人社団浩央会国立さくら病院
（休日準夜応急診療所）

2 1

東大和市 83,516 1 東大和市休日急患診療所 1 1

武蔵村山市 70,077 1 1 武蔵村山市保健相談センター 1 1

計計 666611,,223366 44 33 44 33 00 11 66 22 44 1111 １１所所　　３３６６床床

武蔵野市 150,668 武蔵野市 3 1 1

三鷹市 195,502 三鷹市 1 1 1

三鷹市休日診療所
三鷹市小児初期救急平日準夜間診療所（こ
ども救急みたか）
（いずれも三鷹市医師会館内）

1 1

府中市 262,038 府中市 1 1 1 1 府中市保健センター 1 1

調布市 243,930 調布市 3 1 1 調布市休日夜間急患診療所 1 1

小金井市 127,360 4 1 1

狛江市 84,135 1 狛江市休日応急診療所 1 1

狛江市・調布
市（2市共同）

1
狛江・調布小児初期救急平日準夜間診察室
（東京慈恵会医科大学附属第三病院）

1

計計 11,,006633,,663333 1100 22 33 33 22 33 55 33 33 1155 ３３所所　　８８００床床

小平市 200,162 1 1 1 1 小平市医師会応急診療所 1 1 公立昭和病院　　　２８床

東村山市 151,935 2 1
東村山市休日準夜応急診療所
緑風荘病院
久米川病院

3 1

西東京市 207,424 西東京市 2

清瀬市 75,975 北多摩 1 2 1

東久留米市 115,070 東久留米 1* 1 1*
東久留米市休日応急診療所（*在宅当番と
休日応急診療所との併用で1カ所）

1 1

東村山市・西東京
市・清瀬市・東久留

米市（4市共同）
2

北多摩北部地域平日夜間小児救急医療事
業（多摩北部医療センター、佐々総合病院）

2

計計 775500,,556666 11 33 44 22 11 33 77 22 44 1133 １１所所　　２２８８床床

44,,229922,,113333 2277 99 1155 1155 1100 1144 2277 1111 1155 6666 ８８所所　　２２３３８８床床 １１所所

大島町 6,642 1 1

利島村 316 1

新島村 2,205 2 2

神津島村 1,736 1 1

三宅村 2,100 1* 1*

御蔵島村 286 1 1

八丈町 6,649 1* 1*

青ヶ島村 152 1 1

小笠原村 2,853 2 2

島島ししょょ計計 2222,,993399 99 88 00 00 00 00 00 00 00 22

1144,,006633,,556644 8800 3300 5511 4477 4411 4400 7788 2266 3388 223344 ２２８８所所　　７７６６４４床床 ４４所所

二
次
保
健
医
療
圏

市町村名
人口
（人）

地区
医師会名

初　　　　　　期　　　　　　　（所）　　　　　　　　　　　　　　※令和5年4月1日現在

*島しょ医療圏の初期
救急は2施設固定だ
が、休日夜間急患セン
ターではないため、便
宜上在宅当番医に含
めることとする。

都都合合計計

北
多
摩
南
部

15

杏林大学医学部付属病
院
（高度救命救急センター）

　　　　　　　　　　　　３０床

武蔵野赤十字病院
　　　　　　　　　　　　３０床

都立多摩総合医療セン
ター
　　　　　　　　　　　　２０床

北多摩

北
多
摩
北
部

北多摩

13

多多摩摩地地区区計計

島
し

ょ

2

 ○特殊救急事業
　 心臓循環器(CCU)
　 １０～１１所（二次）
　 熱傷１～２所(二次)
　 精神科２所(二次)
　　　　　　４所(三次)

北
多
摩
西
部

11

国立病院機構災害医療
センター　　　　　　　　３６
床

北多摩

○○多多摩摩ブブ
ロロッックク
（（西西多多摩摩・・
南南多多摩摩・・北北
多多摩摩西西部部・・
北北多多摩摩南南
部部・・北北多多摩摩
北北部部））

都都立立小小児児
総総合合医医療療
セセンンタターー

南
多
摩

20

東京医科大学八王子医
療センター　　　　　　　４５
床

日本医科大学多摩永山
病院　　 　　 　　　　　　１９
床

 ○休日診療事業
　　（初期）
　 耳鼻咽喉科６所
　 眼科　　　１～４所

 ○休日診療事業
　　（二次）
　 耳鼻咽喉科２所
　 眼科　　　１所

西
多
摩

西多摩

（
*

青

梅

市

・

羽

村

市

で

各

1

か

所

、
そ

の

他

の

市

町

村

で

合

わ

せ

て

2

か

所

）
7

その他
在宅当番医 休日夜間急患センター等 歯科

東京都
指定二
次救急
医療機
関数

救命救急センター
　　　　　　　（所・床）

三次

こども救命
センター
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第１章

（6）救急医療の医療体制構築に係る現状把握のための指標（国指針） 
 
【ストラクチャー指標】 

 
 
【プロセス指標】 

 
 
  

区中央部 区南部 区西南部 区西部 区西北部 区東北部 区東部 西多摩 南多摩
北多摩
西部

北多摩
南部

北多摩
北部

島しょ

1 救急搬送人員数 救急・救助の現状
令和3年度
（毎年）

都道府県 634,678

2
転棟・転院調整をする者を常時配置してい
る救命救急センター数

救命救急センターの
評価結果

令和3年
（３年毎）

二次医療圏 18

整理
番号

調査年
（調査周期）

調査名等指標名 東京都

二次保健医療圏

集計単位

区中央部 区南部 区西南部 区西部 区西北部 区東北部 区東部 西多摩 南多摩
北多摩
西部

北多摩
南部

北多摩
北部

島しょ

3
救急要請（覚知）から救急医療機関への搬
送までに要した平均時間

救急・救助の現状
令和3年度
（毎年）

都道府県 42.3

受入困難事例の件数
救急車で搬送する病院が決定するまでに、
4医療機関以上に要請を行った件数

都道府県 3,276

受入困難事例の件数
救急車で搬送する病院が決定するまでに、
4医療機関以上に要請を行った全搬送件数
に占める割合

都道府県 7.8

受入困難事例の件数
救急車で搬送する病院が決定するまでに、
陽性開始から30分以上である件数

都道府県 3,388

受入困難事例の件数
救急車で搬送する病院が決定するまでに、
陽性開始から30分以上である全搬送件数
占める割合

都道府県 8.0

整理
番号

集計単位 東京都

二次保健医療圏

指標名
調査年

（調査周期）
調査名等

救急搬送における医
療機関の受入状況実

態調査
4

令和2年
（毎年）

【プロセス指標】 

 
 
【アウトカム指標】 

 
※ NDB は総レセプト数が 10 未満は空白であるため各圏域の合計集とは一致しない場合がある。 

区中央部 区南部 区西南部 区西部 区西北部 区東北部 区東部 西多摩 南多摩
北多摩
西部

北多摩
南部

北多摩
北部

島しょ

9
都道府県及び市町村における精神保健福祉
の相談支援の実施件数

地域保健・健康増進
事業報告

令和3年度
（毎年）

都道府県 21,001

10
精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看
護指示料を算定した患者数

ＮＤＢ
令和2年度
（毎年）

都道府県 155

二次保健医療圏

集計単位 東京都
整理
番号

指標名 調査名等
調査年

(調査周期)

区中央部 区南部 区西南部 区西部 区西北部 区東北部 区東部 西多摩 南多摩
北多摩
西部

北多摩
南部

北多摩
北部

島しょ

精神病床における入院後3ヶ月時点の退院
率

70.70

精神病床における入院後6ヶ月時点の退院
率

85.50

精神病床における入院後12ヶ月時点の退
院率

91.70

12
精神障害者の精神病床から退院後１年以内
の地域での平均生活日数(地域平均生活日
数)

厚生労働行政推進調査事
業費補助金（障害者政策
総合研究事業）「良質な
精神保健医療福祉の提供
体制構築を目指したモニ

タリング研究」

- 都道府県 333

精神病床における急性期入院患者数（65
歳未満）

2,800

精神病床における急性期入院患者数（65
歳以上）

1,959

精神病床における回復期入院患者数（65
歳未満）

1,345

精神病床における回復期入院患者数（65
歳以上）

1,856

精神病床における慢性期入院患者数（65
歳未満）

3,493

精神病床における慢性期入院患者数（65
歳以上）

5,404

14
精神病床における新規入院患者の平均在院
日数

ＮＤＢ
令和元年度
（毎年）

都道府県 90.7

630調査
令和3年度
（毎年）

都道府県

11 ＮＤＢ
令和2年度
（毎年）

都道府県

13

二次保健医療圏

指標名
整理
番号

東京都調査名等
調査年

(調査周期)
集計単位


